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本資料の目的 

1. 本資料は、第 44回サステナビリティ基準委員会（2024年 11月 28日開催）におい

て聞かれた意見をまとめたものである。審議事項の番号は、第 44 回サステナビリ

ティ基準委員会における資料番号を示している。 

聞かれた意見 

IFRS S1号及び IFRS S2 号に相当する基準の開発に対する意見 

公開草案の文案（審議事項 A1-2） 

「コメントの募集及び本公開草案の概要」の文案（審議事項 A1-3） 

（公開草案の文案に対する意見） 

2. 気候基準案の再提案に関する文案について、一部修正を検討いただきたい。「温室

効果ガスプロトコルの企業算定及び報告基準（2004 年）」（以下「GHG プロトコル

（2004年）」という。）とは異なる方法を選択した場合に限り期間調整を行うことが

求められるという誤解が生じる可能性がある表現になっていると考えられる。 

3. 公開草案の文案において、「報告のための算定期間」という文言がたびたび用いら

れている。この点、「GHGプロトコル（2004年）」では、算定期間の考え方は明示さ

れていないことに留意されたい。 

4. 適用基準案第 70項の修正を提案する文案において、「当委員会が公表するサステナ

ビリティ開示基準において別段の定めがある場合、当該定めが優先して適用される」

との記載があり、2024年 3月公開草案において「テーマ別基準」とされていたもの

が「サステナビリティ開示基準」に修正されている。当該修正により、適用基準案

の中で第 70項より優先する定めがあると解釈される可能性があると考えられる。 

（「コメントの募集及び本公開草案の概要」の文案に対する意見） 

5. 当委員会の「サステナビリティ開示基準の開発に係る適正手続に関する規則」によ

ると、公開草案等の公開の期間は 2か月以上とされている。この点、40日に短縮す
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る理由として、2025 年 3 月末までに確定基準を公表することを目標としているこ

とが挙げられている。当該理由は、本規則に基づき適切と認められるのかどうかを

確認したい。 

（「期間調整を行う場合の合理的な方法の例」に対する意見） 

6. 本資料は、SSBJ基準の確定後も、引き続き公表されるとの理解でよいか。また、本

資料が公開草案とは別個に公表されていることを、当委員会のウェブページ等を通

じて関係者に周知すべきであると考えられる。 

7. 本資料における「3月決算のある企業の例」について、一部修正を検討いただきた

い。当該例示では、期間調整の要否の検討において、報告期間の末日において入手

可能な活動量に対応する排出係数を用いることが示されている。この点、「GHGプロ

トコル（2004年）」では、どの時点の排出係数を使用すべきかについて、具体的な

定めはない。このため、気候基準案第 69 項の「企業の活動を最も表現する活動量

と排出係数を使用する」という定めを示すことで足りると考えられる。 

「任意でサステナビリティ開示基準に従った開示を行う場合」（審議事項 A1-4） 

8. SSBJ基準の最終化と金融庁による法制化のタイミングによるものの、「強制適用前

のフル適用」と「自発的なフル適用」の区別が難しくなることが考えられる。「強制

適用前のフル適用」は、法令等により強制的に SSBJ 基準を適用すること（強制適

用）が定められていて、かつ、強制的に適用される前に SSBJ 基準を適用すること

が認められる場合（早期適用）において、その適用対象となる企業が SSBJ 基準を

早期適用することを自発的に選択したときが該当すると考えられる。一方、「自発

的なフル適用」は、法令等において企業が SSBJ 基準の強制適用の対象とされてい

ない場合で、企業が SSBJ 基準を適用することを自発的に選択したときが該当する

と考えられる。 

9. 金融審議会「サステナビリティ情報の開示と保証のあり方に関するワーキング・グ

ループ」（以下「金融審議会ワーキング・グループ」という。）では、プライム市場

上場企業すべてに SSBJ 基準を段階的に適用することが議論されている。現時点に

おいて、時価総額 5,000億円以上の企業については、具体的な適用開始時期が想定

されているものの、時価総額 5,000 億円未満の企業については想定されていない。

このため、時価総額 5,000億円未満の企業の適用時期が法令等により定められるタ

イミングは、SSBJ基準が確定する時期よりもかなり先になることが見込まれる。こ

のように、法令等に基づく強制適用及び早期適用の時期が未定となっている場合は、
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未定となっている間は「自発的なフル適用」となるが、適用時期が法令等により定

められた時点から「強制適用前のフル適用」となるという理解でよいか。 

10. 任意適用について、「強制適用前のフル適用」と「自発的なフル適用」を区分して定

義し、「自発的なフル適用」には比較的緩やかな別段の定めを置くことで、SSBJ基

準の適用を促進させるという事務局の意図は理解した。しかしながら、当該区分に

より基準上の取扱いが複雑になる可能性があり、また、一部の適用企業に対してこ

のような緩やかな定めを置くことが適当かどうかは疑問である。 

11. 法令等により強制適用が定められる場合であっても、早期適用は定められないこと

はあり得るのだろうか。このような場合の取扱いも検討する必要があると考えられ

る。 

12. 適用基準案第 82項では、SSBJ基準のすべての定めに準拠しない限り、サステナビ

リティ関連財務開示が SSBJ 基準に準拠していると記述してはならないとしている。

このため、SSBJ 基準の「適用」には、いわゆる部分適用（SSBJ 基準の一部の定め

にのみ従った開示を行うこと）は含まれないと考えられる。したがって、部分適用

と対比する「フル」適用の文言について、「フル」の記述は必要ないと考えられる。 

13. 「自発的なフル適用」である場合は、「自発的な適用初年度の経過措置」及び「強制

適用初年度の経過措置」のいずれも使用できる。一方、「強制適用前のフル適用」を

選択した場合は、強制適用を前倒しすることとなるため、「強制適用初年度の経過

措置」のみを使用できるとの理解である。 

14. 審議資料の第 9項(2)①において、「自発的なフル適用」の例として、現行の「企業

内容等の開示に関する内閣府令」（以下「開示府令」という。）のもとで、有価証券

報告書において企業が自発的に SSBJ 基準に基づく開示を行う場合が示されている。

この点、金融庁が今後定める開示府令の内容によるものの、適用時期が定められて

いない企業であっても開示を容認することが適当と考えられる。 

15. 企業は、有価証券報告書において SSBJ 基準に準拠した開示を行う場合、適用方法

に関する情報を明瞭に記載すべきである。これには、「強制適用」、「強制適用前の

フル適用」又は「自発的なフル適用」のいずれの方法によるものであるか、また、

使用した経過措置等に関する情報を記載することが考えられる。 

16. 「自発的なフル適用」の場合における別段の定めのうち、情報の記載場所、同時の

報告、比較情報の開示については、「自発的なフル適用」であったとしても、企業が
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有価証券報告書において SSBJ 基準に準拠した開示を行う場合には、当該免除を認

めるべきではないと考える。特に比較情報の開示については、有価証券報告書にお

いて、法令等により強制適用が定められている企業とそうでない企業によって取扱

いが異なることが適切かどうかは疑問である。 

自発的なフル適用の場合における別段の定め（審議事項 A1-5） 

（自発的なフル適用に関する定めについての基本的な考え方に対する意見） 

17. 「法令において開示が強制されている場合」とは、適用基準案にいう「SSBJ基準に

従い開示を行うことを法令が要求している場合」と同じと解釈してよいのか。この

点の解釈を明確化すべきと考えられる。なお、金融審議会ワーキング・グループに

おける議論の動向は、非上場の企業に対しても、SSBJ基準に基づく開示を容認する

方向であると考えられる。 

（同時の報告、情報の記載場所及び比較情報の開示に対する意見） 

18. 事務局の分析では、自発的なフル適用の場合の比較情報の開示について、「少なく

とも当報告期間の情報が開示されることの方がより有用」であると示されている。

この点、比較情報の開示を求めることによって、企業が自発的なフル適用を行わな

い状況が生じることは望ましくないとの考えであると理解した。このような考えを、

自発的なフル適用の場合に別段の定めを置く理由として、明示する必要があると考

えられる。 

経過措置（審議事項 A1-6） 

19. 特段の意見は聞かれなかった。 

当委員会の補足文書とするIFRS S1号及びIFRS S2号に関する付属ガイダンス、

並びに ISSBの教育的資料（審議事項 A1-7） 

20. 審議資料では、補足文書で、IFRS S1号及び IFRS S2号に関する付属ガイダンス並

びに ISSBの教育的資料（以下「ISSBの付属ガイダンス及び教育的資料」という。）

における ISSB基準の参照項と SSBJ基準の項との対照表を添付することが提案され

ている。この点、本文書の利用者は、対照表を通じて参照項を読み替える必要があ

り、両基準を直接的に結び付けて理解することが難しくなる可能性があると考えら

れる。 
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21. 前項における ISSB 基準の参照項と SSBJ 基準の項との対照表の記載方法について、

2024年 3月に公開草案とあわせて公表された「項番対照表」をそのまま用いるので

はなく、ISSB の付属ガイダンス及び教育的資料において説明されている内容を踏

まえ、当該内容に対応する SSBJ基準における項番を記載すべきと考えられる。 

コメント対応表（温室効果ガス排出に関するその他の論点）（審議事項 A2-1） 

22. GHGプロトコルとは異なる方法に関するコメントへの対応（案）では、業界の自主

規制による温室効果ガス排出の測定方法が、SSBJ基準及び「GHGプロトコル（2004

年）」による測定方法と矛盾しない場合、当該測定方法を適用することは禁止され

ないことが示されている。この点、業界の自主規制のみならず、企業が独自に行う

取決めなども同じ取扱いになると考えられる。 

コメント対応表（質問 11）：SSBJ基準全般（審議事項 A1-8） 

コメント対応表（質問 11）：開示制度関連（審議事項 A1-9） 

23. 審議資料 A1-8 における ISSB 基準との整合性に関するコメントへの対応（案）は、

寄せられたコメントがダブル・マテリアリティに基づく開示を求めるものであると

解釈されたものであることを理解した。そのうえで、当該対応（案）においては、

SSBJ基準が、気候関連のリスク及び機会のみでなく、気候以外のサステナビリティ

関連トピックについてもリスク及び機会の開示を求めていることを記載してはど

うか。 

以 上 


